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概要 

国内のサービス産業は GDP の約 7割、国内の従業員の約 8割をカバーする産業に成長している。一方で、

工業製品を中心にあらゆる製品がコモデティ化1している現在、競合他社との差別化を図るためには、製品

よりも模倣困難性の高いサービス2提供が必要である。しかしながら、サービス産業に分類される多くの

企業が独自のサービスや丁寧なお客さま対応が重要であることは分かっているものの、多忙を極める日々の

オペレーションのどの場面に、どのような独自性のあるサービスを組み込んでいくべきか悩み、試行錯誤を

繰り返している。本レポートでは、サービス産業が抱える様々な課題を踏まえつつ、他社との差別化戦略の

具体的な方策として、お客さま対応と従業員支援のあり方について解説する。 
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1 製品機能や品質の同質化。コモデティ化が起きると、製品の差がないため低価格競争に向かう 
2 ここでは、お客さまに提供する価値あるもののうち、無形のものを指す 
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1.サービス業の現状と課題 

高度経済成長期に工業化が進展し製造業を中心に経済発展を遂げた日本は、「製造大国」と言われた時代も

あったが、現在の国内の産業構造を見ると、広義のサービス産業（以下「サービス業」と記載）とされる第

三次産業に経済活動がシフトしている。このことは、日本の GDP の 7 割超をサービス業（広義）が占めてい

ること3や、国内の総従業員数の 8割近くがサービス業に従事していることからも見て取れる（図 1）。 

 

 

図 1 経済活動別 GDP 構成比（名目）に占めるサービス業の割合 3 

 

一方で、機械化・自動化が大きく進展した製造業に比べ、サービス業は未だ労働集約的な仕事も多く、そ

の 1 つにお客さま対応がある。さらに近年は、多様性という時代の風潮やストレス社会という環境も相まっ

て、画一化されたお客さま対応のみならず、個別性の高いお客さま対応や難度の高いお客さま対応が求めら

れる場面が増えてきた。本章では、現在サービス業が置かれている現状や課題について概説する。 

 

1.1. サービス業の低い労働生産性 

サービス業には非製造業を中心に多種多様な業界が含まれ、接客の方法が対面か非対面か、扱うものが製

品か情報かなどによっても異なるが、製造業と比較すると労働生産性が低いことはサービス業の課題の 1 つ

である。経済協力開発機構（OECD）のデータによれば、日本の 1 人当たり労働生産性（就業者 1 人当たり付

加価値）は OECD 加盟 38 か国中 29 位である 4。一方で製造業のみの労働生産性は、OECD に加盟する主要 35 か

国中 18 位であること4を踏まえれば、サービス業が日本の労働生産性を引き下げていることが分かる。 

労働生産性を引き下げる要因はいくつかあるが、その 1 つにサービス業の特徴であるサービス5が主に人に

よって作り上げられる部分が多いといった特性を踏まえると、労働生産性向上の難しさを改めて認識するこ

とができる。すなわち、サービス業の労働生産性は商品・サービスを提供する従業員如何に関わってくるし、

労働生産性を向上しようとすれば、少なからずサービスを生み出す主体である従業員に負荷がかかってくる

ことは言うまでもない。更に、サービス業で提供されるサービスは形がなく、生産と消費が同時に行われる

                              
3 内閣府,国民経済計算（GDP 統計）,「生産（産業別 GDP 等）」をもとに当社作成 

https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/files/2021/sankou/pdf/seisan_20221223.pdf（アクセス日：2023-2-4） 
4 公益財団法人日本生産性本部,労働生産性の国際比較 2022, 

https://www.jpc-net.jp/research/assets/pdf/report_2022.pdf（アクセス日：2023-2-4） 
5 ここでのサービスは、日本でよく使われる無料・おまけという意味のサービスではなく、形がなく提供される商品 
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ことが多く、在庫確保が難しい等の特徴を持つ。このような特徴があるサービスは、提供内容がサービス提

供者によって変わることも多い。また、仕事の内容は、組織内でサービス提供者による経験と勘により引き

継がれるものも多い。次節で詳述するが、従業員の入れ替わりが激しいというサービス業界の現状も相まっ

て、サービス品質を維持しながら労働生産性を上げていくのは、至難の業である。もちろん最近では、デー

タサイエンスの側面から科学的・工学的に技術革新の力を借りて、サービス業の労働生産性向上に取り組む

動きもみられる。しかしながら、2016 年の日本再興戦略において「サービス業の労働生産性の伸び率を 2020

年までに 2.0％となることを目指す」との KPI を設定したものの、2020 年時点で当該 KPI は未達成の状態で

あり6、サービス業の労働生産性向上は容易ではないことが窺える。 

 

1.2. サービス業の働き手確保の困難さ 

ここから、サービス業の課題を見ていくが、まずサービス業の課題として、人の入れ替わりが激しいこと

が挙げられる。厚生労働省の産業別の労働移動者数（入職者数と離職者数）のデータを見ると、入職者数は

宿泊業、飲食サービス業が約 1,227 万人と最も多く、次いで卸売業、小売業が 約 1,142 万人、医療、福祉が 

約 1,117 万人の順となっている。一方、離職者数は宿泊業、飲食サービス業が 約 1,258 万人と最も多く、次

いで卸売業、小売業が 1,243 万人、医療、福祉が 1,074 万人の順となっている7。人数だけでは業界特性によ

る影響を受けかねないことから、図 2 に入職者と離職者の割合を示した。その結果、入職と退職の総数・割

合共に、サービス業が上位を占めている。このように、サービス業は入退職が激しく、常に入職・退職を繰

り返している様子が統計データから窺える。その要因としては様々なことが考えられるが、平均賃金の低さ・

労働の過酷さ・雇用の不安定さなどが挙げられよう。 

 

図 2 産業別入職率・離職率（令和 2（2020）年）7 

                              
6 サービス生産性レポート（概要版）,経済産業省「サービス産業×生産性研究会」報告書 2022 年 3 月, 

https://www.meti.go.jp/press/2021/03/20220328005/20220328006-2.pdf（アクセス日：2023-2-4） 
7 厚生労働省,令和 2年雇用動向調査結果の概要をもとに当社作成 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/koyou/doukou/21-2/dl/kekka_gaiyo-02.pdf（アクセス日：2023-2-4） 
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以上のような課題を抱えるサービス業において、お客さま対応でどのように他社と差別化を図るのか、具

体的にどのように取り組んでいけばよいのか、次章以降に述べる。 

2. 苦情対応とカスタマーエクスペリエンス（CX）から見るお客さま対応 

前章で述べてきたサービス業の現状と課題を踏まえると、今後サービス業が目指すべき方向性として、①

仕事を効率化しながらサービス品質を上げること、②働き手に負荷がかからないサービスを提供することが

求められている。本章では、このうち、①仕事を効率化しながらサービス品質を上げるための具体的な方策

について述べる。仕事を効率化しながらサービス品質を上げるには、「失点をなくす」「得点を増やす」の 2つ

のアプローチが考えられる。前者は、お客さまを怒らせない、失望させないといった苦情を発生させないこ

と、もしくは苦情が起きた際に適切に対応することであり、後者は、お客さまの期待に応える、お客さまが

思いもつかないサービスを提供するといった顧客満足・顧客感動の提供である8。したがって、「失点をなく

す」取組の 1 つである「苦情対応」の基本的な進め方と、「得点を増やす」こと、すなわち、差別化戦略のヒ

ントとなる CX について以下に紹介する。 

 

2.1. 苦情が発生するメカニズムと苦情対応の基本的な進め方 

商品やサービスの販売・提供に際し、適切な商品・サービスを適切な方法で提供していれば、苦情は発生

しないはずである。しかしながら、いずれの企業も一度は苦情を経験したことがあるだろうし、発生した苦

情に基づいて再発防止策を講じたとしても、苦情がゼロになることは稀であろう。では、苦情はどのような

メカニズムで発生するのか見ていきたい。 

まず、お客さまが商品やサービスの購入・利用を考える際には、その商品・サービスについて一定の期待

があるものと推測され、これは「事前期待」と呼ばれる。一方で、実際にお客さまが商品やサービスを利用

したあとで、どんな商品・サービスであったか評価・判断する「事後評価」がある。この差について事後評

価の方が高ければ、お褒めの言葉やリピーターにつながる可能性が高く、事前期待の方が高ければ、苦情が

発生する可能性がある。すなわち、事前期待というものが、苦情が発生するかどうかの鍵を握っているが、

事前期待はお客さまによって、また時と場合によって異なるので、あらゆるお客さまを想定した事前期待に

備えることは難しいかもしれない。しかしながら、平均的なお客さまを想定した場合、どのような内容・品

質レベルがお客さまの事前期待に合致するのかをサービス提供企業であらかじめ見定め、そのレベルを満た

した商品やサービスを提供することが重要である。すなわち、事前期待に沿ったサービスを設計することは

苦情を減らすことにつながり、ひいては「仕事の効率化」につながるのである。 

では、事前期待に沿うようにサービス設計やサービス提供をしても、苦情が発生してしまった場合は、ど

のような対応が必要だろうか。接客の形態（対面/オンライン）や苦情の受付方法等によっても多少異なるが、

一般的な方法としては、[STEP1]限定的な謝罪→[STEP2]傾聴と共感→[STEP3]状況把握→[STEP4]具体的解決

で進めていただきたい。各 STEP の具体的な行動は図 3の通りである。 

                              
8 諏訪 良武,北城 恪太郎．顧客満足向上の鍵を握る事前期待のマネジメント 顧客はサービスを買っている.ダイヤモンド社.2009 
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図 3 苦情対応の基本的なステップ9 

 

2.2. 差別化戦略としての CX 

前節では苦情が発生するメカニズムや苦情対応の具体的手法について見てきたが、各企業においては、お

客さま対応をミスなく行うことや苦情に適切に対応することだけに注力せず、ぜひ差別化戦略としてお客さ

ま対応を考えていただきたい。本章の最後に、サービスとホスピタリティの違いや CX を踏まえたお客さま対

応について述べる。 

読者の皆様は消費者として、サービスを利用する際、どのような時に感動するだろうか。もしくは何を感

じた時に、商品・サービスもしくは企業のファンやリピーターになるだろうか。お客さまが満足するかどう

かは「2.1 苦情が発生するメカニズムと苦情対応の基本的な進め方」の事前期待の箇所で述べてきたが、お客

さまをリピーターにつなげる・ファンになってもらうには、いわゆる顧客満足ではなく、顧客感動（カスタ

マーディライト）といわれる体験を提供する必要があると言われている。そのサービスレベルについて顧客

満足のステージから顧客感動まで体系的に表したのが図 4である。 

 

 
図 4 サービスエクセレンスの階層10 

 

顧客満足と顧客感動の違いを説明するために、まずサービスとホスピタリティの違いを紹介するが、サー

ビスとは「等価価値交換」、すなわち、当たり前品質と言われるものである。例えば、100 円を入れたら自動

販売機からペットボトルの水やお茶が出てくるのをイメージしていただくと分かりやすいだろう。100 円の

支払いに対して、期待通りの製品が提供される。一方で、ホスピタリティは「付加価値共創」と言われ、思

いもよらなかった、感動したとお客さまが感じるものである。ホテルや航空会社、コーヒーショップを利用

した時にそういった体験をしたり、感じたりすることがあるのではないだろうか。例えば、ホテルにチェッ

クインした際に思いがけず、記念日や誕生日のプレゼントが用意されていたことはないだろうか。顧客感動

はまさにこのホスピタリティが発揮された際に、お客さまに感じてもらえることが多いと言われている。で

                              
9 宮本 薫．きちんと苦情対応-介護職員のための苦情対応マニュアル-．全国社会福祉協議会,2014 をもとに当社作成 
10 ISO/TC312(サービスエクセレンス)国内審議委員会. サービスエクセレンス規格の解説と実践ポイント: ISO 

23592(JIS Y 23592):2021/ISO/TS 24082(JIS Y 24082):2021.日本規格協会.2022 年をもとに当社作成 
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はホスピタリティはどのような場面で、どのような形で、またどのようなレベルで提供したらよいのだろう

か。自社がホスピタリティを発揮するためにまず何から着手したらよいのか。これらの問いの解になるのが、

「CX」の考えである。CX は「顧客体験」と訳されることもあるが、お客さまが商品やサービスを購入した際

に、購入したもの以外に価値ある体験を提供できているかがポイントである。そしてこの CX を向上させるた

めに有効な手段が「カスタマージャーニーマップ」の作成であり、サービス業においては、ぜひ一度作成す

ることをお勧めする。なぜなら、顧客体験とういう観点で考えるとサービス全体として、自社の課題や強み

などが見えてきて、改善のヒントが得られるからである。 

 

2.3. CX に関する先進事例 

本節では CX の考え方を取り入れている 2 社の先進事例を紹介する。 

まず 1 つ目が、CX の考え方を用いて、サービス戦略を再考し、他の国際航空会社が総額 20 億ドルもの記

録的な赤字を出している時期に、わずか 1 年で黒字経営に転じた「スカンジナビア航空」の事例である。当

時の社長であるヤン・カールソン氏は、「サービスそのものとサービスを担当する最前線の従業員こそ、成功

への鍵だ」と考え、自社が提供するサービスについて、徹底的に洗い出しを行った。そこで判明したことの

1 つが、自社の年間 1,000 万人のお客さまは 1回の搭乗で 5人程度の従業員に接し、1回の応対時間は平均 15

秒だったということである。1 回 15 秒で年間 5,000 万回、お客さまの脳裏に自社の印象が刻み付けられるこ

とを痛感したヤン・カールソン氏は、この瞬間を「真実の瞬間」と命名し、この瞬間の改善を徹底的に行っ

た。それは例えば、瞬時に現場で判断できる権限委譲や、当該瞬間のみの接客部門だけの個別改善ではなく、

提供するサービスを顧客体験全体としてとらえ、全社での改善活動を行ったのである11。この事例からの学び

として、ホスピタリティはマニュアル通りの接客では発揮できない。現場への権限移譲（エンパワーメント）

を行い、サービス提供者が自分の判断と工夫で最良と思えるサービスを提供する必要がある。また、部門制

は、あくまで組織側が効率的に業務を行うための区切りである。一方、サービス提供は部門を問わず、一連

の流れで提供されるべきであり、提供するサービスを部門で区切ることなく、顧客体験全体として改善を行

うことが望まれる。 

2 つ目はフォルクスワーゲングループの事例である。同社は主に自動車等の製造・販売を行っているが、

2016 年 6 月に新経営戦略である“Together-Strategy 2025”（図 5）を発表した。その中で、経営戦略として

4 つの目標を定めているが、目標の 1つに「Excited customer（わくわくする顧客）」という表現が使われて

いる。同社の 2015 年の Annual Report には「私たちは、高いお客さま満足度を長期的な成功のための重要な

要件のひとつと考えています。（We see high customer satisfaction as one of the key requirements for 

the Company’s long-term success.）」12とあり、2016 年以降の同社がお客さま「満足度」向上だけでなく、

自社の製品・サービスを体験した結果、顧客感動の領域まで目指していることが分かる。 

                              
11 ヤン カールソン.真実の瞬間―SAS(スカンジナビア航空)のサービス戦略はなぜ成功したか.ダイヤモンド社.1990 年 
12 VOLKSWAGEN,ANNUAL REPORT 2015 

https://annualreport2015.volkswagenag.com/servicepages/filelibrary/files/collection.php（アクセス日：2023-

2-8） 
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図 5 VOLKSWAGEN 社の FUTURE PROGRAM TOGETHER– STRATEGY 202513 

 

本節で紹介した先進事例については、「規模の大きな企業だからできるに違いない」とか、「わが社にはお

客さま対応の知見がない」との考えもあるかもしれないが、製品だけに頼る戦略は、いずれ価格競争に巻き

込まれる可能性が高い。なぜなら、特許などを持つ独自の製品以外は模倣がしやすく、同業他社も取り扱う

可能性が十分に推測されるからである。したがって、経営層の皆様には、他社との差別化のために、ぜひ、

先進企業をヒントに自社の CX について考える機会を持っていただきたい。 

なお、2021 年にサービスエクセレンスの規格である ISO23592 およびエクセレントサービス14の規格である

ISO/TS24082 の 2 つの規格が発行された。これらのガイドラインには顧客感動を継続的に提供するための 4

つの側面や、組織が取り組むべき推奨事項等が示されている。あらゆる製品がコモデティ化する現代におい

て、各企業がお客さま対応という側面から差別化戦略を検討する上で参考になるだろう。 

 

3. お客さま対応の基盤となる従業員支援 

前章では、仕事を効率化しながらサービス品質を上げるためのお客さま対応について述べてきたが、本章

では、働き手に負荷のかからないサービス提供について、従業員満足・従業員支援の観点から概説する。な

お、前章の最後に述べた CX を実現するためには、お客さま対応を担う従業員に対する会社や上司からの支援

が欠かせない。すなわち、労働生産性を向上させるためには、サービス提供を行う従業員が鍵を握るが、従

業員に対して過度に負荷をかけ過ぎたり、行き過ぎたお客さま対応を強いたりすると、従業員の疲弊や離職

につながる可能性があるため、お客さま対応と従業員満足・従業員支援は一体で考える必要がある。したが

って、以下では、まずお客さま満足（CS）と従業員満足（ES）の関係性について触れ、その後、具体的な従業

員支援について解説する。 

 

3.1. お客さま満足（CS）と従業員満足（ES）の関係 

当社では、苦情対応コンサルティングを実施しており、よく苦情対応マニュアル作成や現場の従業員向け

                              
13 Volkswagen Group Management Report. Goals and Strategies より当社一部改変 

https://annualreport2016.volkswagenag.com/group-management-report/goals-and-strategies.html（アクセス日：

2023-2-18） 
14 サービスエクセレンスとは、エクセレントサービスを一貫して提供するための組織の能力のこと。エクセレンスサー

ビスとは、顧客感動につながる卓越した顧客体験を達成するために、組織と顧客との間で実行される高いレベルのサー

ビス提供を伴う組織のアウトプットのこと 
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の苦情対応研修の依頼をいただく。その際に、当該企業の経営者・担当部署の方のお話をうかがっていくと、

「苦情対応のスキル習得」は 1 つの手段であり、真の目的は「企業価値向上」であるというケースがある。

企業価値向上のための具体策として、「苦情対応のスキル習得」や「苦情対応マニュアルの作成」に取り組む

ことは、確かに有効なアプローチの 1 つかもしれない。しかしながら、苦情対応やお客さま対応の知識やス

キルを向上させるだけで、もしくは現場の従業員へ過度な労働やサービス提供を押し付けるだけで、真の目

的が達成できるだろうか。すなわち、お客さまにとって気持ちの良い対応、もしくは適切に苦情対応するの

は、“人”＝従業員であり、その人を支援するためのサポートは欠かせない。 

 ES が CS を生み出すことは感覚的に理解されている方も多いと思うが、米ハーバード・ビジネススクール

のヘスケット、サッサー両教授は、ES と CS と企業利益の関係を表すモデルとして「サービス・プロフィッ

ト・チェーン（SPC）」モデルを提唱している15。SPC では、ES・CS・企業利益の因果関係が示されている。具

体的には、従業員が満足した状態で仕事をすれば定着率が高まり、知見やノウハウが社内にとどまるため、

高い品質のサービス提供につながる。その結果、お客さまに提供する価値が高まり、お客さまが満足する状

態となり、リピーターや常連のお客さまが生まれる。最終的に企業の収益性が上がるという構図である（図 6）。 

 

 

図 6 サービス・プロフィット・チェーン（SPC）の概念図 1516 

 

3.2. ES 向上のための従業員支援 

では、ES のために企業側はどのような取組を行っていくべきであろうか。最近では従業員満足度調査やエ

ンゲージメントサーベイなどの意識調査から始める企業も増えている。各社において、置かれている状況や

取り組んでいる施策のレベル、そこで働く従業員の属性や意識の違い等もあるため、一概には言えないが、

ES のために最も大切なことの 1つは、「従業員の“1 人ひとり”の声」に耳を澄ませることである。職場内の

ダイバーシティが進み、属性・考え方・働き方等がばらつく中で、従業員全員が同じ支援を求めることは、

稀である。企業価値向上のための人材に関する提言をまとめている伊藤レポート 2.017の中では、「多様な人

材、多様な視点を持った人材、多様な能力」という表現でダイバーシティの重要性が述べられている。モノ

カルチャーからダイバーシティへと組織内のマネジメントの方向が変化している中で、意識調査を実施して

十把一絡げに「女性という属性では、管理職を希望する人が少ない傾向だ。わが社では、本社勤務になった

ら、在宅勤務をしたいとの要望が多い」といったマクロ的な視点だけで従業員を捉えてしまうのは、ダイバ

ーシティを生かせず、マイノリティを切り捨てることにもつながりかねない。したがって、1人ひとりが、品

質の高い商品・サービス提供ができるよう個別支援していくことも求められる（図 7）。 

                              
15 Putting the Service-Profit Chain to Work by James L. Heskett, Thomas O. Jones, Gary W. Loveman, W. Earl 

Sasser, Jr., and Leonard A. Schlesinger より当社作成（日本語訳は当社） 
16 脚注 15 より当社作成 
17 経済産業省,伊藤レポート 2.0（2017 年 10 月公表）

https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/kigyoukaikei/itoreport2.0.pdf（アクセス日：2023-2-27） 
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図 7 ダイバーシティの環境下で求められるマネジメントの変化の概念図18 

 

では個別支援を行うためにはどうしたらよいのだろうか。この問いに対して、飛び道具や秘密兵器がある

わけではない。旧来より組織の中で行われてきたことであると思うが、会社や上司が従業員などの組織構成

員 1 人ひとりと向き合い、対話をしていくことがはじめの一歩ではないだろうか。「言うは易し行うは難し」

というのがまさにぴったりの表現かもしれない。現場のマネジメント層は忙しい、〇〇世代は考え方が違い

すぎて話にならないと言った声も聞くところであるが、経営層や会社・店舗運営を企画する部門においては、

少しでも現場のマネジメント層が時間を確保できる仕組みを検討して欲しい。そして現場のマネジメント層

においては、何を続け、何をやめるべきか洗い出し、やめたことにより創出された時間を従業員との対話の

時間に充てていただきたい。特にサービス業においては、常に忙しく、アルバイトスタッフを含め対話の時

間がなかなか取れないという声も聞く。しかしながらたった 15 秒でも、休憩室や帰り道で、マネジメントす

る組織や店舗内で働く従業員に、マネジメント層から積極的に声をかけていただきたい。 

4. おわりに 

本レポートでは、1章でサービス業の現状と課題について述べ、2章において、サービス業にとって主要な

業務の 1 つである、お客さま対応について、苦情対応の基本的な STEP とカスタマーエクスペリエンス（CX）

の考え方・事例について紹介した。また 3 章において、お客さま対応を支える従業員満足（ES）と従業員支

援について述べてきた。しかしながら、これらの考え方は、何もサービス業に限ったものではない。特に 3章

において述べた従業員支援については、あらゆる業界で求められていることである。 

従業員支援、すなわち人への投資について、国策を決める国会の動きとして、2022 年に岸田首相から「付

加価値の源泉は、創意工夫や、新しいアイデアを生み出す「人的資本」、「人」です」という発言19がなされた。

これを受け、産業界も動き出し、最近は「人的資本経営20」として、人への支援が国内でも注目されていると

ころである。人材の価値を最大限に引き出す「人的資本経営」の考え方は、今まさにサービス業の経営者に

も求められているのかもしれない。 

最後に、本レポートが自社のお客さま対応や人的資本の強化、ひいては企業価値向上の取組の一助となれ

ば幸いである。 

                              
18 当社作成 
19 首相官邸, 第二百八回国会における岸田内閣総理大臣施政方針演説 

https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/statement/2022/0117shiseihoshin.html（アクセス日：2023-2-27） 
20 経済産業省では、『人材を「資本」として捉え、その価値を最大限に引き出すことで、中長期的な企業価値向上につ

なげる経営のあり方を「人的資本経営」』と定義しいている。 

経済産業省,人的資本経営 ～人材の価値を最大限に引き出す～ 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinteki_shihon/index.html（アクセス日：2023-3-1） 
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